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ベルクバウエルン政策

阿部正昭
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1．はじめに

こやし えさ

「牡牛にかえて牛乳を.′よい肥料を，よい飼料を」

アルプス地方の山地農業の伝統的な営農形態は，定住のはじめから草を

利用する土地利用型の畜産中心であった。山地農民の生産と生活は，谷

(ＴａＤにある住居とその周辺の農地だけでは,成り立たない｡そのハイム

グート（Heimgut）は，牛を介して山（Berg）に広がる草地（Weide・

Ａｌ、）と結びついて，はじめてその営農が成立っていた。アルプス山地農

民の「牧歌的」生活に変化の兆しが現われたのは’１９世紀末である。この

変化の過程は，２０世紀前半期の複雑な政治的，経済的諸状況に強く影響さ

れながら数十年続き，第２次大戦後の50年代にその最終的段階を迎えてい

た。この伝統的山地農業の転換過程は，アルプス地方のすべてに見出され

た。「牡牛にかえて牛乳を，よい肥料を，よい飼料を」は，山地農業近代

化のスローガンであった。

オーストリア連邦共和国は1960年に農業法（Landwirtschaftsgesetz）

を制定し，体系的な農業政策「緑の計画」を開始したが，その目標は次の

とおりであった。（了)経済的に健全な農民層の維持，（ｲ)国民経済の発展に応
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じた農業と農業従事者の役割りの保証，（分農業の生産性と競争力を構造改

善を通じて強化すること，（ヱ)国民経済と消費者の利益に注意しながら農業

を発展させることにより，その非農業部門に対する遅れを解消し，農業就

業者の経済的条件の改善と食糧供給の安定を図ること(1)。このオーストリ

ア農業法は，スイス農業法（1951年)，西ドイツ農業法（1955年)，日本の

農業基本法（1961年）などと同様に，小農制の支配的な先進資本主義諸国

において，第２次大戦後の経済発展過程で顕著になった農工間格差の問題

を，構造政策を通じて解決しようとする共通の問題認識にたっていた。し

かし大きく異なる点もあった。オーストリア農業法は，スイスの場合と同

様に，自国の山地農業の振興と山地における農民経営の維持発展を特別に

重視していたのである(2)。この法律にもとづく特別委員会は，特定の規準

に従って個汽の農民経営を審査し，その中からベルクバウエルン経営を選

定した。６０年代の農業法農政と緑の計画のもとで，ベルクパウエルン経営

は構造政策の重要な対象となる(3)。さらに70年代には，ベルクバウエルン

特別計画が実施されて，山地農民は農政のゑでなく新しい総合的な観点か

ら取扱われるに至った。ＥＣ諸国もオーストリアの先例にならい，1970年

代半からベルクバウエルン特別対策を実施し始めた(4)。本稿では，戦後の

オーストリア農業政策の中で独自の役割りをもつくルクベウエルン政策を

とりあげ，その成立と展開の経過を分析したうえで，とくに近年ベルクバ

ウエルン政策の中心的役割りを果している，補助金制度の意義を明らかに

したい。

2．山地農民問題と農業法

（１）山地農民問題とは何か

オーストリアはスイスと並んでアルプス山脈と深くかかわった山地農民

の国（Bergbauernland）である。国士を東西に貫ぬくアルプスのために

地形が複雑なこの国では，歴史的にも経済的にも地域性が重要な意味をも

っている。国士面積の３分２を占めるこの国の山地は，アルプス山地
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(Hochalpengebiet）と北部台地（B6hmischeMasse＝Wald-Miihlvier‐

tel）に二分される。とくにイン川流域などの河川沿いの一部平地を除くア

ルプス山地は，（了)標高が高いために平均気温が低く植生期間が短かい，（ｲ）

山岳と谷が連なっていて起伏＝標高差が大きい，（ｳ)表士が薄く従って地力

が乏しい，など自然条件がきびしい。さらにドナウ川流域やウィーン周辺

の平坦地方に比べて，（ｱ)道路・輸送手段と市場条件，（ｲ)孤立した定住形態，

⑥社会的文化的環境などの面で，アルプス山地の社会経済条件は不利であ

った。このようなアルプス地方の農民をめぐる問題が，はじめて特別に議

論されはじめたのは世紀交替期においてであった。現在の山地農民問題の

前史として，この点に多少ふれておこう。

1880年代旧オーストリアは，「工業化しつつあった農業国」として国民

経済の転換期を迎え，発展しつつあった工業と伝統的な農業との不均衡と，

これにともなう地域差が目立ちはじめた(5)。ニーダエステライヒ地方とベ

ーメン地方では，繊維産業に加えて鉄鋼業や食糧関連産業が発達し，農業

面では発展しつつあった砂糖の原料としてのてんさい，小麦・ライ麦など

のパン用穀物･都市向け畜産物･園芸作物などの栽培が普及して，伝統的な

農業も変わり始めていた。その他の地方の大多数の農民は，自給的色彩の

強い伝統的農業を続けていた。産業の発達と鉄道網の普及が新しい交通の

要地や産業諸施設を創出し，それに伴なって小規模な地方市場が展開して

も，大多数の農民経営は，零細な経営･資本の不足･技術と教育水準の低さ

などのために，この新しい経済動向に対応できなかった(6)。アルプス地方

でも世紀交替期までに社会経済構造の大きい変化を経験していた。アルプ

ス東部のアイゼンエルツは，１９世紀後半まで伝統的な製鉄業の中心地で，

その周辺のスタイァマルク北部からオーバエステライヒ南部の山地農村一

帯には，多くの小規模鉄加工場や鍛冶屋分布していた。製鉄業の近代化と

鉄道の普及によって，コークス利用の近代的高炉がステヤァ（Steyer)，

レオベン（Leoben）などに建設された結果として，これらの小企業は衰退

してしまう(7)。これは，伝統的製鉄燃料としての木炭生産の衰滅をもたら
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す一方で，森林所有者は，従来の木炭原木用の森林を木材生産のための近

代的林業経営に転換しようとした。この過程で山地農民は，木炭生産や荷

駄輸送などの伝統的な兼業機会や農産物の小規模な地方市場を失ってしま

った。その結果，それなりに安定的であったアルプス山地の兼業型農民経

営の多くは没落し，挙家離村も増加した。それは同時に，夏期放牧地とし

てのアルム利用の減少と放棄や標高の高い小集落の廃村化をもたす一方で，

地主層によるアルムの植林地化や狩猟地としての囲込承を促進した(8)。こ

うしてアルムや森林の利用をめぐって，畜産を重視する山地農民と林業や

狩猟を重視する地主間に，矛盾･対立が深まったのである(9)｡零細農の没落

と離村は，彼らの子弟が供給する賃銀の安い年雇労働力（Knecht，Magd）

に依存していた，地域内の上層農民経営の存立条件をも解体させ，これら

経営の家族労働への依存度を強めることにもなった('0)。

このように２０世紀初頭から第１次大戦期にかけて，工業に比べて農業発

展が遅れたため，ウィーンなど大都市を中心に増大する食糧需要に応じ切

れず，パン用穀物の30パーセント弱，食肉需要量の20パーセント弱を主と

してハンガリーからの輸入に頼らざるをえない状態であった。とくに畜産

物の不足が目立ち，その価格騰貴が社会問題化・政治問題化したのである。

この問題をオヅト・バウァは次のように論じている。

「生産力の発展はすべての産業部門で承られるわけではない。最も重

要な農業と畜産では，工業・鉱業・運輸業に比べて技術的改善がもっと

も劣っている。農業の後進性はわが国の食糧問題に重大な危機をもたら

している。とくに肉と牛乳が不足し高価である。牛の飼養頭数の増加は

1880年まで非常に緩‘慢で，その後やや増加が承られるがなお全く不十分

なものである。他方，農村人口の都市への流出が続き，それが肉・牛

乳・バターに対する直接的需要を増大させた。これに加えて，幾度もの

賃銀闘争の結果により労働者階級の経済状態が向上したので，彼らの肉

や牛乳に対する需要はさらに伸びた。ところが畜産業はこのような動向

に全く対応できず，市場での需要は供給をはるかにこえており，畜産物
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の高値が続いている。……中略……畜産業発展の阻害要因は，農民的小

経営における資本不足，土地の細分化，農民の無知と貧困などのために，

近代科学の成果を経営にとり入れられないからである。だがこれに加え

て，アルプス地方ではとくに地主たちが木材の輸出による豊かな利益を

求めて,農民の利用権を強奪してアルムに植林したり，ワイデを狩猟用地

に転換するなどして，農民的畜産の発展を阻んでいるためでもある｣('1)。

このように，アルプス地方の山地農民めぐる問題は，第１次大戦前に，

社会的，経済的問題として登場したのである。

第１次大戦間とその直後期には，食糧不足が都市住民を苦しめたが，他

方で価格騰貴や闇市場が一般化して，農民の経済状態を一時的に改善させ

た。しかし20年代のはじめ政府は，小規模な家族経営の維持のための対策

を実施したが，山地農民について特別な措置をとっていない('2)。1930年

代の世界恐'慌は，アルプス山地の農業にも大きい打撃を与えた。

「世界恐慌はスタイァマルク東部の農民を再び債務者化した。失業者

数が増大したことは，牛肉消費を劇的に低下させた。農民にとって家畜

を売ることはほとんど不可能になった。牛が売れないことは収入がない

ことを意味する。グラーツ市場で１キログラムの牛肉は，1926年２．８シ

リンクであったが，1932年に２．１シリンク，1934年には１．９シリンクと

低下した｡｣('3）

「チロル州南部の高地の山地農民経営は，家畜飼育と木材販売によっ

て成立っているのだが，３０年以来危機的状態となっている。木材価格

と食肉価格の低下は，農民の負債の増大や農民財産の競売をもたらし

た｡｣〔'4）

経済的危機に陥っている山地農民救済のために，政府は1935年に山地農

民援助政策をとり，負債整理のための利子補給と税金の軽減策を実施し

たu5)。さらに1937年には「山地農民の農地保有の安定と経営維持のため

１日土地取引法の一部改正にかんする法律」を制定した。この法律は，（７）山

地農民の農地保有安定を目的とする資金制度の創設，（ｲ)人口減少が山地農
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民経営の維持を困難にしている「人口流出地域（Entsiedlungsgebiet)」

の決定，（ｳ)地域内で家族労働力に頼って専業的に農畜産業と林業を営む山

地農民経営に対する経営維持資金の融資を主要内容としていた('の。この

経営維持資金制度（Bergbauernhilfsfond）は，危機的状態の経営にたい

して「２パーセントの利子率で期間31年」という好条件を備えていたので

ある。この制度によって1942年に，チロル・フォラルペルク地方で8000経

営が特別救済措置を受けたという報告もあるが，1938年ナチスドイツによ

るオーストリア併合後，この山地農民救済対策がどのように運営されたか

は明らかでない。しかし60年代に農業法とともに体系化された，ベルクバ

ウエルン政策の原型として注目に値しよう('7)。

（２）農業法制定前の主要課題

第２次大戦直後のオーストリアは，国内需要食糧の半分を自給しうるに

過ぎなかったから,農業生産の復興・食糧増産が緊急課題であった｡フイグ

ル内閣は1946年に農業復興法(Wiederbau-GesetzderLandwirtschaft)，

1948年には農業労働法（Landarbeitsrechtsgesetz）を制定して，農業復

興の制度的条件をつくった。戦後の食糧危機がほぼ終った1950年には，

食糧統制を廃止すると同時に，パン用穀物・家畜・牛乳に関する経済法

(WirtschaftsgesetzefiirBrotgetreide，ViehundMilch）を制定した。

これは，５０年代の農業と食糧についての基本方針を示したもので，上記品

目の輸入を規制しながら国内生産の増強につとめると共に，パン用穀物と

牛乳の生産・市場条件の地域差にもとづく生産価格のばらつきを均衡化す

るための全国統一価格制度と全国的流通組織を創設した。これによってパ

ン用穀物・家畜・牛乳のそれぞれについて実施されていた市場統制は，そ

のごl958年の農産物市場法（Marktordnungsgesetz）に統一された('8)。

この法律は，家畜（とくに牛）と牛乳の販売を伝統的に国内市場に依存し

ていた山地農民経営を，外国農産物との競争から守るという目的をもって

いた。この法律によって制度化された国内価格均衡化補助金制度は，一般

的にゑて生産・市場条件の劣る山地農民の経営維持にとって，重要な役割
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りを果すことになったu,)。

独立を回復した1955年から，「農業の産業化。山地農民経営とアルム利

用の経済化」の時代となった。経済復興過程の資本不足状況下にも拘わら

ず，農業において機械化・技術の改良と普及・家畜衛生対策の徹底・乳製

品加工の合理化と近代化が進んだ。山地でも平坦農村でも労働力減少が目

立ち，この対策としても農業の機械化・合理化が焦眉の問題となった(20)。

機械化の柱は，トラックター・搾乳機であったが，とくにトラヅクターは

1946年推定１万6000台から５３年３万1000台，５７年７万9000台，６２年１万

8000台と53年から約10年間で５倍近く増加した。電化の普及によって搾乳

機が1953年の5,600台から57年１万8000台，６２年４万台と約７倍に増えた。

同期に動力草刈機は１万台から５万台に増加している(21)。しかしこのよ

うな機械の普及は平坦地方に偏っていて，山地農業の機械化は大幅に立ち

遅れていた。それは多くの山地農民経営が，傾斜地に孤立して存在してい

て公共道路との連絡道が無かったり，経営農地の傾斜度のため平坦地用の

普通のトラックターが走行不能であったり，電化されていないなど，経営

をめぐる社会経済諸条件に大きい困難があったためであった。

山地農民経営の立ち遅れには，重要な伝統的畜産に由来する他の原因が

あった。山地農民にとって主要な現金収入源は，仔牛の販売であり，自家

製乳製品（とくにチーズ）がこれに加わった。条件のよい地域では牛乳販

売も普及していたが，なお一般的ではなかった。穀物はほとんど自給用で

あり，木材の販売も限られていたから，彼らの収入源はごく限られていた。

チロルなどアルプス西部の山地農民の多くは，すでに乳肉種の牛（フレッ

クフィー）を飼養していたから，販売物は乳牛の仔牛か乳製品が主であっ

た。これに比べてアルプス東部（スタイァマルク・オーバエステライヒ・

サルツブノレクの一部）などでは山地農民は主に役畜用種の牛（ムアポード

ナ･ピンツガウァ）を飼養しており，彼らの生産する仔牛は主に役牛(Ochs）

として育成・販売された。しかもここでは，役用牛の生産地帯とその育成

地帯と利用地帯とが，’慣行的に分離していたのである。１１１地農民経営は，
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土地が少なく飼養条件が相対的に貧しかったから，若齢の仔牛をアルプス

山地周辺の飼育地帯の農民に販売する。彼らは，仔牛を２年から３年育成

しながら役畜として訓練したのち，オーストリア平坦農村や北イタリアの

ボー川流域に役畜として販売する。利用地帯の農民は，４－５年役畜とし

て使役したのち，しばらく肥育して肉用として家畜市場に販売する。この

役牛の生産・育成・利用のサイクルが，５０年代に農業におけるトラックタ

ー，あるいは一般的にトラックの普及によって，断ち切られたのである。

こうして，アルプス東部の山地農民にとって伝統的な商品・役畜用牛が全

く売れなくなってしまったため，役畜牛の育成地帯がまず成立たなくなり，

育成用仔牛の生産者としての山地農民は，経営の転換を迫られることにな

った。さしあたり畜産以外に営農形態を見出せない山地農民にとって，役

畜用から乳肉用への飼養牛の転換「役牛に代わって牛乳を」こそ，死活に

かかる再生の道だったのである(22)。もっとも早くこの影響をうけたスタ

イァマルクのフォラオ地区の農民たちは，州農業会議所の援助を受けて営

農改善組合(Umstellungsgemeinschaft）を結成し，経営の転換をはじめ

た。その課題は，乳肉用種牡牛の導入・飼料の改善・牧野改良・家畜衛生

の徹底・牛乳加工施設の充実などであった。この運動の先駆はフォラオ地

区の組合であったが，その後数年間で営農改善運動は，アルプス山地全域

に拡がり，結果としてアルプス地方の畜産を再生させることに成功した。

このように，５０年代にはアルプス山地の伝統的な畜産の転換が最重要課題

となっていたのである。さらに1955年に創設されたくルクバウエルン特別

副{資制度（Bergbauernkreditaktion）によって〆住居・建物の新築改良・

電化の普及・水道の新設のために，２％の利子補給と10年の融資期間を骨

子とする制度融資が始まった。その後３年間に，総額１億4520万シリング

が融資されている。うち91パーセントは建物住居用に向けられている。こ

れは，1959年に農業特別融資制度（ＡＩＫ＝Agrarinvestionskreditaktion）

に発展的解消する〔23)。
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（３）農業法とベルクバウエルンの選定

農業法は山地農民対策を重視し，第２条２項でとくに次のように述べて

いる(24)。

「この法律の実施にあたり，ベルクバウエルン経営が特に配慮されな

ければならない。ここでいうベルクバウエルンとは，気象条件や自然条

件，あるいは経営内外の諸条件のために，生産と生活が特別に困難な条

件の下にある農民的経営である。連邦農林省は議会の承認をえて，政令

により村あるいは集落ごとにベルクバウエノレン経営を定めることができ

る｡」

この規定に従って，それまでに約３カ年をかけて準備されたくルクバウ

エルン経営台帳（Bergh6fekataster）が制度化され，個女の経営に対して

はベルクバウエノレン経営評価点（Bergh6fekatasterkennenwert以下

ＫＫＷ）が定められた。この制度の目的は次のように説明されている(２６)。

「この制度の課題は山地の目的にかなった区分とその地域内の個々の

経営について，それぞれが当面している経営上の困難度に応じて区分す

ることである。この制度は，諸政策の正しい運用のための基礎的条件を

準備し，ベルクバウエノレン経営の利益にかなう諸政策を実施する前提と

なる｡」

この制度でＫＫＷは次の手続きによって定められた。

（１）対象地域この法律が対象とする地域は，税法上所得税と売上税

の優遇措置を受けているベルクバウエルン地域（Bergbauerngebiet）

か，あるいは各州政府および農業会議所が特定した地域である(26)。

（ii）対象選定方法上記地域内の全経営16万7100を対･象として，次の

方法によって雰査しＫＫＷを定める。(ｱ)経営面積と地価評価額（EiL

heitswert）にもとづく経営概況，（ｲ)地域ごとの平均気温を五段階に分

けた気象区分（Klimastufe)，（ｳ)経営周囲の道路状況と特定市場からの

距離を指標とする経営外的交通条件（Aii6ereVerkehrslage)，（ヱ)農地

の分散状況と圃場の傾斜度などを指標とする経営内的条件（Innere



2Oオーストリアの山地農民問題とベルクバウエルン政策

表11960年度決定されたくルクバウエルン経営数

対象山地地域
内の全経営数

Ａ 

州内全経営
数に対する
の比率％

ベルクバウェ

ノレン経営数
Ｂ 

Ｂ／Ａ×100 

％ 
州 名

ニーダエステライヒ

プルゲンラント

オーバェステライヒ

サノレツプルク

スタイアマルク

ケルンテン

チロル

フォラノレベルク

３９，３００ 

２，８００ 

３５，３００ 

１０，３００ 

３０，７００ 

16,000 

２２，８００ 

9,900 

167,100 

27,674 

1,356 

22,947 

8,396 

24,650 

14,034 

17,314 

５，５２３ 

０
８
５
２
０
８
６
６
 

７
４
６
８
８
８
７
５
 

３
３
０
９
２
３
３
０
 

２
 
３
５
３
４
６
５
 

全 国 121,894 3１ 7３ 
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Verkehrslage） 

これらの指標ごとにあらかじめ定められた配点基準に従って評点し，一

定の算式によって集計した数値が個別経営のＫＫＷ値となる。そして

ＫＫＷ２０以上の農民経営がベルクパウエルン経営と定義された。この

ＫＫＷは，山地（Berggebiet）内の農民経営の営農上の困難度を相対的に

比較する客観的尺度となった。連邦政府によるこの制度は各州議会の議決

をへて確定し，表１に示したように，全国で12万2000がベルクバウエノレン

経営と決定された。1960年この経営数の全農業経営数に対する比率は31パ

ーセントであったが，この比率を州別にふると，チロル・サルツブルクで

60パーセントと高い一方で，平坦地方のプルゲンラントでは３パーセント

とごく少なくなっている。山地農民問題はきわめて地域性がつよく，州別

に重要性が異なることを示している。

（４）緑の計画（GriinerP1an）とくルクバウエルン(27）

６０年代にはじまった農業法農政は，緑の計画に従って実施されたが，表

２に示したようにそのための支出額は毎年確実に増加している。その重点

課題は，交通運輸手段の改善，農業:構造と経営条件の改善であり，ついで，

販売加工条件の整備，生産条件の改善，融資と利子補給対策となっていた。
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表２緑の計画による財政支出構成1961-1965100万シリンク

量目~JLiEliiLlml川|脇|脳|脇|鵜許|橘礫
′[産条件改Ｙ ３１３５２３６８６６９７１１２７３３４６ 

交通条件改善３７０８１２９８５１５１１１８４０５５１８

農業構造改善５０７９７９１１３２１１００１５６９５２８５

販売加工対策３１３６２３８０７８６７７７５３３８５

社会政策的対策１４３１８０２２０２０４２６０１００７

融資的対策１５４３３１６２６７８１１１７９３０７１

５
６
４
６
５
４
 

１
２
２
１
 

１
 

合 計’180.01344.61445.61516.0’675.0’２，１６１．２１１００
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とくに山地農民経営にとって，前の二つの課題は重要であった。農業が人

力と畜力に頼っていた段階では平地と山地間の労働生産性格差は小さかっ

たが，機械化の発展，農業の産業化は両者の格差を拡大させた。機械化の

条件をもたない山地農民にとって，生産性向上・経営の合理化・所得水準

の向上は全く望ZAえないことだった。だからこそ山地農民にとって，機械

化・合理化の絶対的条件としての経営内外の諸条件の改善が最も緊急な課

題だったのである。

「山地農民経営とその営農は平坦地の経営と異なって非常に多くの投

下労働を必要としている。近年農民離村により労働力が大きく減少した

が，他方労働者の賃銀は上昇しており労働節約的施設が緊急に必要であ

る。山地農民経営の労働必要量が多いことは，経営地の傾斜度の高さに

もよっている。一つの経営に属する個々の経営農地が或る場合には住居

より１００メートルも高いところにあったり，或は１００メートルも低いと

ころに散在している。生草や乾草，穀物やじゃがいもなどの収穫物は，

背負って運搬しなければならない。急傾斜地のため雨で流れ落ちた畑の

土壌を，再び運び上げなくてはならない。肥料運びがこの士運びより楽

だというわけではない。婦人の健康がはげしい重労働のために，ひどく

損われてしまうことも驚ろくにはあたらない。農地の傾斜がひどくかつ

散在しているために，集約的な利用が難かい､。従って収穫物の重量が
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かさむような作物一たとえばじゃがいも－は，家に近い農地に限られて

しまうために必要な輪作ができない。

アルプス山地のうちの多くの地域で，主要な道路は谷底の川に沿って

建設されているが，個々の農家は傾斜地の上のテラスにある。農家に至

る坂道は全く粗末なもので，その建設・維持・修復は個々の農家や近隣

の数戸の仲間に委されている。主要道路から個々の農家に至る道は，自

動車はおろか馬車も通行不能の状態であり，居住者は穀物・肥料・牛乳

などの運搬のために，多大な時間と労力を費している。これらからゑて

も，山地農民経済の技術的発展の条件幣備をを促進することは，今や緊

急な課題である｡｣(28）

「私の経営は標高1000メートルにあり，農地は10.5ヘクタールである

が，４０パーセントから60パーセントの傾斜度のところが大部分である。

僅かな平坦農地は湿地であるため，耕作に適さず，穀物や牧草栽培に適

する農地は，傾斜地の４ヘクタール程度しかない。こんな状態の経営を

維持するためには，できるだけ多くの機械を利用する以外にない。その

ため第一に，無条件的に必要なことは電化であり，労働力節約が可能に

なる電動機と索条装置の導入である。急傾斜地において，それなしに人

はどのようにして肥料や厩肥を運べるのであろうか。…中略…私の経営

では20年前平均３－５トンのじゃがいもを収穫していた。この地方では

これが普通だった。しかし現在では10-15トンのじゃがいも，容積35立

方米のサイロ用の飼料用とうもろこしを収穫している。最近，とくに目

立っている労働力不足という条件の下で，収穫のために増大した手労働

をどのようにして実現することができるのであろうか。さらに手労働の

ための経費は，所得の大部分をもってしまうのである｡｣(２，〕

このような問題は十分に認識されており，緑の計画の中でも「山地の交

通運輸手段＝道路の新設と改修と経営内農地をできるだけ集団化すること

により機械化の条件をつくること」が，とくに重視されている。1964年の

農業報告は次のように述べている(30)。
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「経営を公共的道路と連絡させること，森林やアルムに近代的輸送手

段（自動車・トラックター）が利用できるような道路をつくることは，

経営の生産性向上と農民の生活条件改善のための基礎的課題である。現

在にいたるもなお，近代的公共道路網と連絡路をもたない山地農民経営

にとって，それは死活的意義をもっている。そしてこの道路の建設は，

フレムデンフェルケァ(３Ｄなど農業以外の領域における経済活動を拡大

し，これによって経営の経済的条件を大幅に改善することが可能にな

る｡」

1960年から63年までに１万5425経営が公共的道路網と結ばれたが，それ

でも63年末でなお，４万8000余の経営が公共的道路網と連結していなかっ

た。６０年代後半になると，緑の計画とそれに含まれているベルクバウエル

ン対策は，より広い視点から次第に強化された。すなわち山地農民の経営

条件の直接的改善に加えて，彼らの居住する地域や環境に関連する非農業

的課題がとりあげられはじめた。例えば，農業水利事業には，農地の排水

事業や山岳小河川の治水洪水対策から水系域全体の整備，水源の維持保全

をも含むようになった。林業対策では，経済林の糸を対象とした造林や林

種転換事業中心から，山岳地域内の高地・荒地・急傾斜地などにも造林を

拡大することにより，農民をふくむ地域住民の生活環境の改善とともに，

山地のもつ公共的機能を充実させることまでも含むようになった。山地農

民にとって重要な道路網の拡充が，彼らの地理的孤立状態を解消するとと

もに，フレムデンフェルケァ発展の条件をもつくりだすというような，地

域政策的側面が重視されている。農業法農政は，６０年代初めに，個別農民

経営の経済的経営的視点から始められたが，７０年代になると地域の社会的

経済的問題との関連性を重視しながら総合的に実施されるようになった。

農業法農政の質的転換といってよいだろう。ベルクバウエルン政策にもと

うぜんこの動きは反映している。

1960年代終りから70年代にかけて，山地農民の地域における役割りを積

極的に多面的に評価しようとする傾向が一層強くなった。その代表的見解
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を次に紹介しておこう。

「山地農民の将来性は全くないと考えるグループがあった。例えばＥ

Ｃのマンスホルトプランでは，Ｉ｣|地農業は経済的に不利で国民経済的遺

物だと評価されていた。ＥＣの公式な農業政策において，山地農民は明

らかに軽視ざれ無視されていた。

われわれの立場はＥＣの立場とは反対に，’１１地農民地域の課題が人口

問題についても，社会経済的環境維持という点でも，さらに農村地域の

諸機能という点からも，重要であることを引続き明らかにしてきた。マ

ンスホルトプランが農業史のご承箱に捨てられてしまった今，われわれ

の考え方が正しかったことが証明されている。

山地農民や山地農業は今や政策論議の圏外にあり，誰も山地農民を平

地に移転させるなどという事を考えない。問題は，山地農民の定住を維

持することにどのような措置が必要か，とくにそのどれが実施可能か，

ということである。

山地農民は，もっともきびしい条件下で生産を余儀なくされているグ

ループである。各種の自然条件に制約されているため，経営の合理化や

期待されている経済成長が遅れている。機械化はごく|混られた範囲で可

能であるにすぎず，山地農民経営における生産性向上は，平地の経営に

比べて比i陵にならない程低い。山地農民は一般に正しい意味での経営多

角化を実現できない。事実彼らはやむをえず，牛乳・家畜・木材の生産

を行っているのである。

山地農民が社会的にjZKてもっとも弱いグループをなすことは疑いえな

い。農業と他の経済部門との間自体に所得格差が存在するのだが，農業

内部においても山地農民は目立って所得水準の低い存在で，この点から

ゑても山地農民に沢'１１の問題があることが知られよう｡｣(32）

1960年代のはじめに，アルプス地方の山地農民経営と全国農業経営平均

のヘクタール当りの粗収益と労働力１人当り経営所得を比較してふると，

表３に示すように，前者で18パーセント，後者で10パーセント程度の格差
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表３山地農民経営と全国経営の経済的格差の推移

労働力１人当り経営所得
1,000シリンク

ヘクタール当り粗収益
１，０００シリンク

年次
全国調査
経営平均

Ｂ 

格差
B/Ａ×100 

％ 

８２ 

８２ 

８３ 

８２ 

８２ 

８４ 

７８ 

７３ 

全国調査
経営平均

Ｂ 

２０．１ 

２３．６ 

２７．３ 

２８．７ 

３７．２ 

３９．６ 

５５．１ 

６９．６ 

格差
Ａ/Ｂ×100 

％ 

９０ 

８８ 

９２ 

８３ 

８３ 

８５ 

７９ 

６７ 

山地農民
経営平均

Ａ 

18.0 

２０．７ 

２５．１ 

２３．９ 

３０．８ 

３３．６ 

４３．５ 

４６．３ 

山地鰹民
経営平均

Ａ 

1962 

1964 

1966 

1968 

1970 

1971 

1973 

197５ 

７
９
０
７
６
５
９
６
 

０
●
●
●
●
●
●
●
 

７
８
０
０
２
３
６
７
 

１
１
１
１
１
１
 

４
８
０
１
３
１
７
１
 

の
●
●
●
●
●
●
●

９
０
２
３
５
６
１
４
 

１
１
１
１
１
２
２
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１．Ａはアルプス地方の山地農民経営平均

があった。この格差は両指標について承ると年をおって増大傾向にあり，

70年代の前半期になると，ヘクタール当り粗収益で22-27パーセント，労

働力１人当り経営所得で21～33パーセントと何れも格差が大きく拡がった。

農民の自立的努力と緑の計画などによる政策的援助にも拘わらず，山地農

民経営と全国経営平均の格差はなお大きく，山地農民経営をめぐる諸条件

の相対的困難はなお解決されていなかったのである。

3．連邦政府のべルクバウエルン特別計画とベルクバウエル

ン補助金制度(33）

（１）補助金制度の発足

1970年に成立した社会党クライスキィ内閣は，ベルクバウエルン政策を

強化した。その政治的背景について，「平坦部の大・中農は保守勢力の金

城湯池だから切りくずせない。山地農民には経済的に困難な小農が多く，

彼らを補助金で釣って社会党仁引つけるための政策」とする意見も有力で

ある(3の。このような批判にもかかわらず政府は，1971年にベルクバウエ

ルン補助金制度を開始した。つづいて７２年には，「緑の計画」の重点項目
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の中に分散していた山地農民対策を一本化し，７１年の補助金制度をも加え

て「ベルクバウエルン特別計画」を制定し，これを緑の計画から独立させ

た。この70年代における特別計画と直接的な補助金制度発足の根拠として

は，次の点が考えられる。

第一は，６０年代をつうじて経営改善のためのさまざまな努力にもかかわ

らず，山地農民経営の相対的立ち遅れと低所得は解決されなかった。しか

しそれにもかかわらず，山地農民は山地の自然的社会的環境の維持保全の

直接的担い手であり，農林業の枠内では評価し難い彼らのこの非経済的な

役割りに対して，何らかの補償が必要だという一般的合意ができあがりつ

つあった。アルプスを中心とする広い111地の自然保護・景観維持・治山治

水のもつ意義は，全ヨーロッパ規模からゑても電要であり，この補助金は，

これらの非経済的諸機能の直接的維持のための，広義のコストだとされた

のである。

第二は，アルプス'１１地がオーストリアの最重要産業であるフレムデンフ

ェルケァの舞台であることに由来する(35)。ヨーロッパではアルプス山地

で，夏長い休暇をすごしたり，冬スキーを楽しむ人が非常に多い。ヨーロ

ッパ各地から，とくに西ドイツから旅行者の群がアルプスに集り，外貨を

落していく。彼らにとって，放牧牛のいない荒れたアルムは魅力に欠ける。

また放置されたままのアルムや農地は，雪崩や山崩れなど災害の原因にな

りやすい。山地農民の日常の営農活動そのものが，フレムデンフェルケァ

の条件整備であり，同時に居住空間の居住環境や道路交通の保全となる。

山地の道路網の整備は，そのまま血管のように人戈を山地の隅々に運び入

れる。山地農民のこのような機能にたいする評価が，社会的所得の転化と

して，ベルクバウエルン補助金として農民に配分される。

ベルクパウエルン補助金は，1971年には，１０万9072経営すべてに，１経

営当り３００シリンク支出された。この額は，山地農民経営農業従事者１人

当り平均所得額３万4000シリンク（1970年農家経済調査結果）の１パーセ

ントにも満たない名目的なものであったから，初年度の補助金は，与党か
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らさえ「額が小さくて無意味であり補助金のばらまきにすぎない」などの

批判をうけたという(36)。

1972年，政府は特別計画の発足とともに，補助金制度についても改善を

加えた。補助金の支給対象を全ベルクバウエルン経営でなく，経営困難度

の高いＫＫＷ１５０以上の１万7000経営に限定し，金額は2,000シリンクに引

上げた。その後の推移を表４によってみておこう。７３年には経営農用地面

積２ヘクタール以上で，通年して定住し農業をおこなうＫＫＷ８０から149

の経営にも対象を拡げ，補助金も２，０００シリンクと1,000シリンクの二種

類とした。この時点で補助金は「営農」の内容に無関係に，所得補助とし

て支払われている。

政府は1975年に，山地農民経営の困難度を示す相対的尺度としての

ＫＫＷの修正見直しと補助金行政簡素化のために，ＫＫＷを基礎として個

別経営の困難度を三区分する方式（Zone）に変更した。この内容は，従来

のＫＫＷ７９までを区分ＬＫＫＷ８０から149までを区分Ⅱ，ＫＫＷ１５０以上

を区分Ⅲとする。これを原則とし，個別経営内のトラックター利用可能面

積比率と，農地の豊度と道路の状況を加味して改めて区分を調整するとい

うものであった。この調整の結果，ベルクパウエノレン経営は１２万5000弱

となって，1970年のＫＫＷ２０以上のべルクバウエルン経営11万４０００より

約１万増加した。またこの調整にあたって各州の当事者は，７０年時点より

緩めた基準で経営困難度区分を実施したため，従来の基準で９万5000余り

（全経営の70パーセント）あったＫＫＷ７９までの経営数は，区分Ｉの経

営数では４万4000経営（同38パーセント）と半減した。また１万8000弱

(同13パーセント）あったＫＫＷ１５０以上の経営は，区分Ⅲの４万4000（同

38パーセント）へと２５倍に増加した。このように1975年にＫＫＷから区

分制への変更にともなって，経営困難度がより高いと評価されるベルクバ

ウエルン経営が増加した背景に，特別計画の対象となる経営数を政策的に

増加させようとする，社会党政府の意図を承ることができる。

ベルクパウエルン補助金の対象となる経営に，経営困難度区分制度を溥
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表４経営当りベルクバウエルン補助金の推移 シリンク

ＫＫＷ 
年度

80-1491150-

|ｉｉｌ 
300 

2,000 

2,000 

2,000 

2,５００ 

1971 

1972 

1973 

1974 

1975 

i-]'二二ｔ型置
区分Ⅱ
ＡｌＢ 

ＩⅡ 
3,000 

4,000 

4,500 

5,500 

2,500 1976 

1977 

1978 

1979 

3,000 

3,500 

1,000 

1,500 

4,500 

6,000 1980 5,000 

'一?二汽二F-jTl-x-F-ざL11I-D-

I鋤ililll劉鰯|劃ｉＩ１ｌＩ
'二三:;TI三景i=焦夛L:示鳥i=l:;f;爵

|誠丁聴匡;ii｢:ｉｉｉ、iii南
l-E~T-lFLifW-l-H￣ 

|}:;:::|l量:::|}:;188|;::88

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1985 

1986 

1.1972～1975ＫＫＷによる区分：1976-1984,経営困難度区分によるⅡ，Ⅲ，
1985から，区分mの中の特に経営困難度の大きい経営を区分Ⅳとした。

2.1976から経営規模別グループ分け開始
Ａ＝ＦＥＷ-40,00ＯＢ＝ＦＥＷ40,000-の２グループ
・1981から経営規模別３グループ分けとなるから
Ａ＝ＦＥＷ-40,000Ｃ＝４ＦＥＷ40,000-100,000,＝100,001-300,000 
・1984から経営規模別４グループ分けとなる
Ｅ＝ＦＥＷ-50,000Ｆ＝ＦＥＷ50,001-110,00ＯＧ＝ＦＥＷ110,001-
200,000Ｈ＝ＦＥＷ200,001-300,000 

3．ＦＥＷ＝fiktiverEinheitswert経営の認定課税評価額で経営主夫妻の兼業
所得による修正済

4．資料Ａ201986128ページより作成
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表５平均所得とベルクバウエルン補助金の推移

経営当り
平均補助
金額Ｂ
１，０００ｓ 

平均生業
所得Ａ
1,000ｓ 

増加率対象経営
数

1,000 

Ｂ/Ａ×100 

％ 
年度|畏難蟇 ＡｌＢ 

lmU １１ ｣蕊
２
７
４
３
６
 

●
●
●
●
●
 

３
４
７
８
９
 

３
９
０
４
０
 

●
●
●
●
●
 

２
２
４
４
５
 

100 

147 

231 

259 

300 

1977 

1979 

1981 

1983 

1985 

０
３
６
０
５
 

●
●
●
●
●
 

３
４
４
５
４
 

３
３
３
３
３
 

資料Ａ201986129ページ

1．生業所得＝農林業所得十兼業所得十公的補助金

会的所得Ｓ＝シリンク

2．注37を参照

経営所得＝生業所得十社

入した1976年から，同時に経営規模別グループ分けを導入する。すなわち

区分Ⅱ区分Ⅲともに経営ごとの認定課税評価額(ＦＥＷ）４万シリンク以

下の小経営(A)とそれ以外⑥の２グループに分け，補助金額に差を付けた。

表４でふるように，７６年区分Ⅲ－Ａの経営は３，０００シリンク，Ⅲ－Ｂの経

営は2,500シリンクと定められた。７６年から78年の３カ年，区分Ⅱの経営

は補助金対象から外され，７９年に再び加えられる。1981年からＦＥＷによ

る経営規模別グループは３つとなり，さらに84年からは４つとなる。その

結果1984年の経営当りの補助金額は，２区分と４グループで，１万1500シ

リンクから3,150シリンクまでの８種類となる。

1985年から困難度区分Ⅲの対象経営からとくに条件の悪い経営を別けて，

区分Ⅳとしたので，経営当り補助金額は12段階となった。1986年の数字で

いえば，ベルクバウエルン経営として困難度が最も高く（区分Ⅳ),経営規

模が最も小さい（ＦＥＷ５万以下）Ⅳ－Ｅグループの年間補助金は，１万

6500シリンクに達しているが，最低のⅡ－Ｈグループでは3,400シリンク

に止まっていた。

経営当り補助金の増額傾向を反映して，山地農民の平均所得(生業所得）

に占める補助金の比率も増大している。表５に承るように，1977年区分Ⅲ

の経営のこの比率は２．３パーセントだったが，８１年には４パーセント，８５
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表６ベルクバウエルン特別計画の項目別支出累計額と継成比

1972～1985累計額100万シリンク

項 目 椛成比％100万シリンク

農地整備

林業対策・木材運搬設備

植林と保安林整備

山地道路網整備

山村電化と電話普及

農村地域整備

ベルクバウエルン補助金

１０８ 

５１７ 

１６９ 

３，３６４ 

178 

1,815 

3,985 

１
５
２
３
２
８
９
 

３
 

１
３
 

合 計 10,137 100 

資料Ａ171986108ページ

年５パーセントと増加した。この間の平均所得の増加率は１．３倍であるが，

経営当り補助金額は倍化している。これをさらに1986年の経営調査結果で

承ると，区分Ⅱの調査対象261経営の平均経営所得は28万9000シリンクで，

その内訳は農林業所得63パーセント，兼業所得19パーセント，社会的所得

14パーセントについで，公的補助金５パーセントとなっている。区分Ⅲ＋

Ⅳの357経営の平均経営所得は26万1000シリンクで，その内訳は農林業所

得56パーセント，兼業所得20パーセント，社会的所得14パーセント，公的

補助金10パーセントとなっている(37)。この公的補助金の中には，後述す

るように，７０年代後半期からはじまり，年々充実してきている各州独自の

ベルクバウエノレン補助金も加わっているが，それを考慮に入れても経営所

得に対する補助金比率が５パーセントをこえ，一部の山地農民では10パー

セントに達している事実に注目しておきたい。条件のきびしい山地農民ほ

ど，ベルクバウエルン補助金が重要な意味をもつに至ったのである。

ベルクバウエノレン特別計画の中で，この補助金はどのような位置を占め

ているのだろうか。表６に示したように，1972年から1985年までの特別計

画による支出総額101億シリンクのうち，補助金総額は40億シリンクで全

体の39％で最も多い。ついで，山地道路網関係総額は34億シリンクで全体

の33パーセント，ついで地域整備関係支出の順になっている。
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炎７緑の計画，特別計画，補助金の推移

うちﾍﾞﾙｸ｜藷鑑ﾊﾞｳﾆﾙﾝ

堯鰄Ⅱ鱗塗雰|鱸
比率％
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つぎに特別計画発足以来の緑の計画・特別計画・補助金の推移を，表７

でゑておこう。まず注目すべきことは，緑の計画に占める特別計画の比率

の伸びである。７０年初頭年間約10億シリンクの緑の計画総額のうち，およ

そ25パーセントが特別計画分であった。この比率は伸びつづけ，８６年には

23億シリンクの緑の計画総額の60パーセント弱を特別計画が分が占めるま

でになっている。つぎに注目すべきことは，特別計画総額に占める補助金

比率の伸びである。表６で糸たように，この比率を累積額でふると39パー

セントであったが，７２年から76年までは単年度で10パーセント台にすぎな

かった。そのどこの補助金比率は増加をつづけ，８１年-82年には40パーセ

ントをこえ，８５年-86年では50パーセントを越えている。
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このように，予算面で特別計画が緑の計画の半ばを占めるまでになって

いることは，ベルクバウエルン政策が80年代のオーストリア農政の最重要

項目となっていることを示すものであろう。しかも特別計画の半ば以上が

ベルクパウエルン補助金に向けられていることからふれば，ベルクパウエ

ルン政策の最重点項目はベルクバウニルン補助金になっているといっても

過言ではないであろう。この補助金制度は，すでに述べたように，当初山

地農民の営農活動の規模とは無関係に開始され，より経営困難度の高い，

より経営規模の小さい山地農民に重点をおいて，一貫して実施されてきた。

緑の計画や初期の特別計画の中で重視されていた経営内外の社会的経済的

諸条件の改善という構造政策的な重点課題は，相対的に後退し，直接的な

所得補償としてのベルクバウエルン補助金に重点が移ったといってよいだ

ろう。1970年代半からこの点を批判し，山地農民経営の営農活動を促進さ

せるべきだとする動きが，各州ではじめられる。各州のべルクバウエルン

営農補助金制度の発足がこれである。

4．各州のべルクバウエルン補助金制度

（１）各'''１１|補助金の概要

1970年代半ばから，ブルゲンラントを除くすべての州が，それぞれ独自

にベルクパウエルン対策を実施した。ニーダエステライヒ，オーバエステ

ライヒは連邦のべルクバウエルン経営選定方式をそのまま利用したが，フ

ォアルベルク・サルツブルク・チロル・スタイァマルク諸州では独自の選

定方式を制定した。ケルンテンだけは連邦の方法を修正した方法をとって

いる。連邦の選定方法をそのまま採用した二州は，連邦の補助金制度につ

いて好意的であるが，独自の方法をとったチロル他の諸州は，これに批判

的であった。ただすべての州の補助金制度に共通する特徴は，営農規模に

応じて補助金額が増減することである。これは，とくに70年代半頃の連邦

補助金が，営農規模や営農内容とはほとんど無関係に，小規模な経営ほど

有利に支出されていた点と大きい相違である。とくにチロル・スタイァマ
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表８州別ベルクバウエルン補助金の対象経営数1986

経営困難度区分別実数Ａと榊成比Ｂ

各州の補
助金対象
経営数

合 計区分Ｉ 区分Ⅲ 区分Ⅳ

ＡｉＢ ＡＩＢ ＡｉＢ ＡｉＢ 

4,989148 ニーダエステライヒ

プルゲンラント

ォーパェステライヒ

サノレツプルク

スタイァマルク

ケルンテン

チロル

フォラルベルク

1０，３８５１０ 

495110 

9,306u0 

4,514110 

11,926110 

７，４０５１０ 

９，７１２１０ 

2,397ｉｌＯ 

０
０
０
０
０
０
０
０
 

18,487 8９１ 5，３０７１５１ 

4951100 

4,792152 

1,752139 

4,482138 

1,94326 

2,441125 

９２０３８ 

20,748 

4,563 

11,750 

２，８４２ 

８，８０４ 

４，６２３ 

７
１
７
１
０
４
 

皿
肥
別
茄
弘
朋

９
９
９
９
９
 

４
２
６
４
４
 

７
５
７
８
５
１
 

４
４
５
５
４
４
 

７
１
７
１
１
３
 

９
４
９
０
３
９
 

７
５
２
９
４
 

９
９
 

１
２
 

１
６
５
６
０
１
 

１
１
３
２
 

22,132139127,85915016,149lUl5al40ilOOlM8 計

資料Ａ201986130ページ，Ａ171986109ページ

ルクのように，クライスキ内閣の野党ＯＶＰが州議会を支配しているとこ

ろでは，連邦の「営農規模に中立的で画一的な」補助金に対する批判が強

く，「わが州の補助金制度は，連邦のそれにたいする一種の抵抗である」

という州当局者の発言が聞かれる程であった(38)。

1986年，各州のべルクバウエルン補助金対象経営は７万1818で連邦補助

金対象５万6140より１万5000余多くなっていた。同じく各州の補助金総額

は２億5000万シリンクで，連邦補助金総額11億8500万シリンクの17パーセ

ントであった。表８に示したように前者を州別の数字でふると，連邦補助

金対象経営の少ない（対象外の経営困難度区分Ｉが多い）ニーダエステラ

イヒ・オーバエステライヒで，州独自補助金対象経営が目立って多くなっ

ている。これは表９に示したように，両州では全くルクパウエルンを対象

として，「薄く広く」補助金を支出しているためであろう。フォラルベル

クにも|司様の傾向がふられる。一方ケルンテン州では連邦補助金対象経営

数の38パーセントが州補助金の対象とされているに過ぎない。ここでは州

財政の関係もあって選定基準をきびしく，補助金支出基準は対象経営に有

利に制度を運営しているためである。チロル・サルツプルク・スタイァマ
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表９各州ベルクバウエルン直接

州・制度名称・制
定年度 ＢＢ経営基準 補助金対象選定方法

連邦区分法適用 ４区分全ＢＢ経営のうち，自作農用地２

ｍ以上で１ＲＧＶＥ以上30万ＥＷ以下

のＢＢ経営。上限は農用地22ｈａ

・ニーダエステライヒ

･均衡支出金

・１９７５

連邦区分法適用 ４区分全ＢＢ経営のうち，自作農用地１

ｈａ以上で１ＲＧＶＥ以上。上限は農用

地20ｈａ

・オーバエステラィヒ

･営農奨励金

･１９７５ 

－－－｜ 

麺或は’州独自のＢＢ登

録点制度

登録点４以上で農用地２ｈａ以上，。

１ＲＧＶＥ以｣二。上限は農用地15ｈａ

・スタイァマルク

・ベルクバウエルン

均衡支出企

｡１９７６ 

州独自の皿台｜帳制度

州lのＫＫＷ１３６以上で0.5ＲＧＶＥ以上の

ＢＢ経営。上限はl５ＲＧＶＥ

・チロル

･営農奨励金

･１９７５ 

－｜ 

州|営農地域区分Ｉ，Ⅱ内の農用地。この’

土地の経営者はRGVEをもつこと｡上｜限なし

州独自の営農地

域区分

・サルツブノレク

･営農奨励金

･１９７５ 

－－｜ 
州営農地域区分Ｉ，Ⅱに属する農用地。｜

上限なし。

州独自の営農地

域区分

・フォラルベルク

･農用地奨励金

・１９７４

・ケルンテン

･景観保全振興

・１９７５

ＥＷ15万未満の経営，傾斜度50％以上の

農用地|驚蹴鰯
|度50%以上

資料Ａ171987109ページ

１．ｓ＝シリンク，ＲＧＶＥ＝牛の大家畜jlMz，ＥＷ＝経営課税評価額

2．ＢＢ経営は年間居住を前提とする。
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補助金制度一覧（1986）

１９８６ 
プレミア

ム上限Ｓプレミアム基準 額Ｓ 支出総
10０万

対象数

額
Ｓ

M，Ｌ 

』川口
… 
a別1
４．５６３１ 

農用地１ｈａ当り

ＺＩ８０ＺⅡ１６０ＺⅢ２４０ 

ＺⅣ３２０ 

3５．６３７ 7．０４０ 

３９，４１６ 000 農用地１ｈａの標準収量に応じて幅が

ある。

ＺＩ８０－１２０ＳＺⅡ200-250ｓ 

ＺⅢ400-450ｓＺⅣ５００ｓ 

10 

農用地１ｈａ当り，登録A((×37.6Ｓ 25,001 6,768 

１経営当り

(州ＫＫＷ－８０)×ＲＧＶＥｘ係数

17,000 39,268 

区分Ｉ，Ⅱともに，気候に応じて１ｈａ

当り

ＺＩ900-1,125ｓ 

ＺⅡ1,300-1,625Ｓ 

堰度なし 22,112 

採草利用の場合農用地１ｈａ当り

ＺＩ８００ＳＺⅡ２，２００ｓ 

放牧利用の場合同Ｚ１，Ⅱ３５OＳ

限度なし 30,311 4,623 

１
１
１
 

限度肌１
上記傾斜農用地１ｈａについて，

ＺＩ５３０ＳＺⅡ８１０Ｓ 

Ｚｍ１,１００ｓＺⅣ１，４０OＳ 

2,842 13,510 

3．ＢＢはベルクバウエルンの略記

4．農用地には，ワイデ・アルムを含まない。

5．この一覧表にはアルム利用奨励のための補助金は掲載されていない。
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ルクでは，州と連邦の対象経営選定方法は異なるにもかかわらず，事実上

の対象経営数に大差がないことは注目される。つぎに表９と参考に州補助

金制度の代表的事例について，簡単に述べておこう。

（２）リ'１１補助金の具体例・オーバエステライヒ・スタイァマルク．チロル

リ'''1の場合

①オーバエステライヒ。1975年から実施されている制度の対象となる

ベルクバウニルン経営は連邦の選定方法に従うが，それに一年中定住し自

作農用地１ヘクタール以上大家畜単位で牛１頭以上という条件が付加され

ている。経営困難度区分Ｉの経営の場合農用地１ヘクタール当り，基本額

80シリンク，その農地の豊度（課税標準収量）が一定水準より低い場合，

これに40シリンクの割増額がついて１２０シリンクとなる。以下同じやり方

で区分Ⅱの経営で基本額200シリンク，割増額50シリンク。区分Ⅲの経営

で基本額400シリンク，割増額50シリンク。区分Ⅳの経営で基本額500シ

リンクとなっている。農用地規模20ヘクタール以上の経営は補助金対象か

ら外される。また，補助金支給額の上限は１万シリンクである。他にアル

ム利用の奨励のための補助金が，放牧牛馬一頭当り１２０シリンク，羊で１５

シリンク支出される。この州の補助金は農地利用の奨励にポイントがおか

れている。

②スタイァマルク。この州は76年制定の州農業振興法によって，独自
レジスター

のベルクバウエノレン登録点制度を制定した。この制度は州内ベルクバウエ

ルン経営（連邦選定分）を対象に，それぞれの経営について，地形と気象

条件，経営内外の道路条件を調べ，一定の算式により４点から10点までの

評点を付ける。これが州のベルクベウエノレン登録点である。点が高い方が

経営困難度が高いことを意味している。補助金の対象経営は，この登録点

４以上で農用地２ヘクタール以上，あるいは大家畜単位で牛１以上である。

農用地15ヘクタール以上の経営は対象とならない。補助金額算式は農用

地へクタール数×登録点×係数で決定される。この係数は州の財政状態

によって変動するが，1981年で36.1,86年で37.5であった。経営当り補助
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金額上限は，6,768シリンクである。その他にアルム利用奨励のための補

助金があり，放牧牛馬１頭当りに100シリンク，羊1ルリンクである。こ

の州の補助金も農用地利用に重点がおかれている。

③チロル。この州は，1975年制定の州農業法による独自のベノレクバウ

ェルンカタスターをもっている。この仕組を簡単に紹介すると，山地農民

経営の営農困難度を比較可能な計数化するために，経営内外の交通条件に

100点，公的輸送機関までの距離に75点，経営農地内の農業機械利用度に

240点，気候条件に105点，標高に80点とそれぞれの指標の重要度に応じて

配点し，合計600点とする。それぞれの指標ごとに点の高いほど，経営困

難度が高いということになる。これらの指標にさらに二次的な査定を加え

て合算し，個々の経営のベルクバウエルンカタスター（ＴＢＫ）値が決定さ

れる。このＴＢＫを基準に補助金額は，次の算式で決定される。

（ＴＢＫ-80)×ＲＧＶＥ×係数

ここでＲＧＶＥは牛の大家畜単位（１頭500キログラム換算）であり，

係数は州財政に依存する変数である。1981年では６１であった。牛の大家

畜単位15以上の経営は補助金の対象から外される。またこの算式による補

助金支給額に上限はない。

アルム利用奨励のための補助金は，次の算式で計算される。

ＲＧＶＥ×高度点×交通点×係数。

ここで高度点とはＴＢＫ算出の時の標高から導かれる数値で４から６の

範囲，交通点は同じく経営内外の交通条件から導かれる数値で５から10の

範囲で決められた数値である。仮りに，ＲＧＶＥ１０のもっとも条件の悪い

経営の例で試算して承ると，奨励金は，１０×６×10＝600に係数を乗じた

額となる。1981年には係数は２１であったから，アノレム利用奨励の州補助

金は600×2.1＝1,260シリンクとなる。このチロル州の補助金は，家畜単

位に比例的であるという特色をもっている。

このように，各州独自のベルクバウエノレン補助金は，それぞれの州の山

地農業の実態を反映した営農奨励，或は畜産奨励中心の方式になっている。
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ここで営農奨励の内容は，すでに述べたように平坦地方のそれとは異なっ

て，畜産のための飼料（飼料用穀物・牧草）生産と自給用の穀物生産のた

め農用地利用が中心であるから，広い意味で士地利用型畜産の奨励のため

の補助金だといってもよいであろう。こうして各州のべルクバウエルン補

助金は，営農と結びついて具体的内容をもった形態で実施されているので

ある。そしてこれは，批判はあるにせよ，連邦のべルクバウエルン補助金

と補完しあいながら，アルプス山地の農業と農民経営の維持のために，今

や不可欠の存在になっているといってよいであろう(39)。

注

（１）オーストリア連邦共和国農業法。Bundesgesetzvoml3Julil960,mit

denMaBnahmenzurSicherungderErniihrungsowiezurErhaltung 

eineswirtschaftlichgesundenBauernstandesgetroffenwerden（Land 

wirtschaftsgesetz：ＢＧＢＬ１９６０Ｎｒ４７.)：Ａ1,1965年508-509ページ参照。

オーストリア連邦共和国（オーストリアと略記）は連邦制で行政上連邦所

管事項（Bundessache）と州所管事項（Landessache）の区分がある。産業

政策農業政策は，州の主管事項である。そのために連邦議会が農業法を制定

した後に，各州議会は各州での実施法規としての州農業法を議決制定してい

る。他の農業関連法律についても同様である。

（２）スイスの農業法は，第２条Ｂ項で「この法律の施行にあたって山地の困難

な生産条件生活諸条件が特別に注意されなければならない。連邦議会が山地

を決定する」と規定している。これは1947年の連邦憲法（Bundesverfass‐

ung）が，「健全な農民層，農業の潜在的能力と農民的土地所有の維持」を

義務付けていることを受けたものである。スイスの農業経営総数12万5000余

のうち，およそ40パーセントの５万経営がベルクバウエルンである（1980年）

Ａ２１－９ページ。

西ドイツの農業法は山地農業や限界地農業問題を取りあげなかった。だ

がこの問題が絶えず論議されていたことは注意されるべきであろう。Ｈ・

Haushofer：BauerimSchachLebensermnerungen1982198-201ページ。

（３）「緑の計画（グリーンプラン)」の意義については，Ｂ171-79ページ，

158-161ページ。

（４）ＥＣ閣僚委員会は，1972年４月に限界地（営農条件の劣る地域）の農業構

造改善を問題にし，７３年２月には「山地農業および限界地農業に関する指

令」を発している。しかし，これが体系的な政策として現実化したのは，
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1975年４月のＥＣ指令以後である。Richtlmie75/268ＥＷＧｄｅｓＲａｔｅｓ

ｖｏｍ２８Ａｐｒｉｌｌ９７５ｉｉｂｅｒｄｉｅLandwirtschaftinBerggebietenundin 

bestimmtenbenachteiligtenGebietenBulletinoftheEuropeanCom‐ 

munitiesl975No､５４２ページ。なおＥＣでも従来のべルクバウエルン対

策は個別経営の構造改善を中心にしていたが，1975年以後のそれは，地域政

策・社会政策あるいは環境政筑としての側面を重視するようになっている。

Ａ3227-229ページ。

付記筆者は，アルプス地方における山地農民経営の営農形態については，

別稿で検討したので，ここでは取り扱わない。「アルムとアルムヴィルトシ

ャフトに関する－考察」葉山禎作・阿部正昭・中安定子編著『伝統的社会

の歴史的展開下」１９８３所収。

（５）Ｂ287-118ページ。ここで１日オーストリアとは，第一次大戦後サン・ジ

エルマン条約によって解体したオーストリア帝国を指している。

（６）Ａ4427-461ページ。

（７）インネンベルガー製鉄会社・エジディア・キントベルカー製鉄会社・ノイ

ベノレク・マリアツェル会社・スタイァ製鉄会社など当時の製鉄企業の活動状

況がその好例である。なおこれらは1881年に合併して，オーストリア・アル

ペンモンタン会社を創設している。Ａ4159-165ページ。現代の大企業ステ

ヤア社の創設期の例Ａ5294-296ページ。この地方の林業と製鉄業の関連

については，Ａ6296-302ページ。

（８）この点については，パンツＡ７，ウルマァＡ８，ツヴィトコヴィツ

Ａ９などが詳しい。

（９）この問題は当時の社会主義者にとって重大な関心事で，カウッキーも次の

ように述べている。「オーストリアに於ては，造林が単に荒廃地のみでなく

放牧場及び艇耕地に於てもなされているのであるが，…中略…特に箸るしい

のは次の事実である。サルツプルク地方に於て牛の数が1869年-1880年に於

て10.6パーセントだけ，1880年-1890年において更に４．１パーセントだけ減

少した｡主にそれは,高地牧場が狩猟地所有者に盛に売却されたことによる｣。

『農業問題』向坂逸郎訳上，244ページ。彼は同響第４章近代的農業で肉類

の消費と生産のギャップについて重要な論点を示している，６４ページ以下。

(10）Ａ1061-66ページ，84-91ページ。

この傾向は，1930年代の不況期にやや停滞するが，戦後の50年代に一層進

行し，山地農民経営の家族経営化が完了する。

(11）Ａ11646-653ページ。バウァはこの問題をＤｉｅＫａｍｐｆｕｍＷａｌｄｕｎｄ

Ｗｅｉｄｅｌ９２５（全集３巻）で改めて体系的に論じている。

(12）Ｂ3597-598ページ。なおこのIWlオーストリア畜産業は一定の発展をと
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げたが，なお1928年まで牛乳を一部輸入しなければならなかった。Ａ１２５５４

ページ

(13）Ａ13149ページ

(14）Ａ14276ページ

(15）Ａ１５５７８ページ

(16）Bundesgesetz，womitMaBnahmenzurErhaltungdesbergbiiuerlichen 

BesitzstandesgetroffenundemzelnenBestimmnngendesGrundver‐ 

kehrsgesetzes,ＢＧＢＬＮｒ５６３/1919,abgeiindertwerdenBGBL1937年６０

号932ページ以~|､.。人口流出地域については以下を参照。

RundmachungderBundesregierungiiberdieBestimmungderEntsied‐ 

lungsgebieteBGBL1937年８１号134ページ以下，同90号1393ページ以下

(17）Ａ15578-579ページ

(18）Ａ11965年504-506ページ

(19）例えば全国穀物経済基金（Getreidewirtschaftsfond)，全国牛乳経済基金

（Milchwirtschaftsfond)，飼料穀物価格均衡制度（Futtergetreidepreisaus‐

gleich)，肥料価格均衡制度（Diingemittelpreisausgleich）など。Ｂ１１５６

ページ｡

(20）Ａ１０６３ページ，Ａ１３２１６ページ

(21）Ａ１61956年45-51ページ，1978年82-83ページ。

(22）スタイァマルク州では次のような事実が報告されている。この変化は1952

年９月１日フイシュバッハ・アジディ家畜市場で次のような現実となって現

われた。かつては２，０００頭以上の役牛がせりにかけられたこの市場で，せり

に出された800Ｊ,(以｣もの役用牛が１蚊も売れなかったのである。この動向は

すでに少し前から現われていたので，農業会議所は役牛部門を縮小して乳牛

飼養と優良乳牛の仔取り生産に切替えるよう宣伝・指導を始めていた。しか

しこれは僅民の「保守主義と伝統主義」のために成功していなかった。農民

は，伝統的な生産部門を変えようとはしなかったのである。Ａ１３２００ペー

ジＢ1136-139ページ

（23）Ａ11959年493-494ページ

（24）オーストリア艇業法ノ1ｍと同じ。Ａ11965年523-524ページ。

（25）ArbeitsgemeinschaftfiirBergbauernfragen：RichtlinienfiirdieEr‐ 

stellungdesBergh6fekatasters，1957,WeristeinBergbauer？Ａ１９ 

104114ページ。

（26）大蔵省令1954年４月８日この地域は前述した人口流出地域（Entsied

lungsgebiet）とほぼ一致している。

（27）筆者はこの問題をＢ１１６７ページ以下で,論じたことがあり，本稿でもいく
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つかの点で旧稿に依拠している。

(28)，（29）Ａ15592-593ページ

(30）Ａ171964年７４ページ

(31）フレムデンフエルケァ（Fremdenverkehr）は適訳がないので片仮名とし

た。英語のtourismとほぼ同意であろう。旅行・観光・保養・レジャー・

宿泊，などをふくめた意味で使用される。

(32）Ａ１８１２ページ。Ｈ・Lehnerの発言

(33）Bergbauern-Sonderprogramm,BergbauernzuschuBこの項の８２年まで

の内容については，筆者の別稿Ｂ４によるところが多い。

(34）チロル州やスタイァマルク州の農業会議所関係者や全国農業会議協議会フ

ーバー氏らの発言による（1982夏)。

(35）「農家で休暇を」（UrlaubaufdemBauernhof?）このスローガンは，オ

ーストリアに限らずヨーロッパ諸国の山地において一般的である。しかし，

農家経済の将来を，構造改善の道をつうじて規模拡大・営農の発展に求める

か，或はフレムデンフエルケァ（民宿）に托すか，という選択は，農民にと

って容易なことではない。後者を選んだ場合，保養客のため農家の家族，と

くに主婦は一年中自分の保養どころではなくなるのが普通である。Ｂ１第

７章（中山律男稿）参照

(36）（34)と同じ。

(37）Ａ１71987年173-174ページ。経営所得（Gesamteinkommen＝農家所

得)＝社会的所得(Sozialeinkommen)＋生業所得計（Evwerbseinkommen

msgesamt）生業所得＝農林業所得(LandwirtschaftlichesEinkommen)＋兼

業所得（Nebenerwerbseinkommen）＋公的補助金(OHentlicheZuschiisse）

なお厳密にいえば，この公的補助金には連邦政府によるベルクバウエルン補

助金の他に，各州政府が独自に実施しているベルクバウエルン営農補助金も

含まれる。

(38）チロル州農業会議ポルシェ氏，スタイァマルク農業会議センフト氏，前出

フーバー氏らからの聞取りによる（1982夏)。

(39）この項は，最近の資料不備のため，多くをＢ４に依っている。改めて他日

を期したい。
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